

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































関する法律」（平成15年法律第130号）は、“Act on the 
Promotion of Environmental Conservation Activites 
through Environmental Education”とされ、いずれも
“Promotion”という用語が使われている（http://www.
japaneselawtranslation.go.jp/?re=01）。なお、推進法と促
進法をあえて区別するならばPromotion law（推進法）と
Accelerated law（促進法）とすることが考えられる。後
掲の大辞泉の言葉に近い。
７　井上、前掲書、巻頭ⅰ頁。
８　井上、前掲書、巻頭ⅰ～ⅱ頁。
９　第156回衆議院内閣委員会会議録第13号、平成15年５
月28日、鈴木正典衆議院法制局第５部長答弁。
10　教育基本法（昭和23年法第25号）、農業基本法（昭和
36年法第127号）のいずれも後に全部改正されたものも
含めて、平成27年の「基本法」まで累積を出している。
最終的に51件、うち議員立法によるものが30件となる。
11　宮﨑、前掲論文、前掲書。
12　菊井康郎「基本法の法制上の位置づけ」『法律時報』
Ｎｏ540、1973年６月、15～25頁。菊井教授は、論者の
学部学生時のゼミの指導教授であった。
13　古城隆雄・三谷宗一郎「医療基本法が関係法令に及
ぼす可能性－既存基本法に関する分析を通じて」『年報
医事法学30』日本医事法学会、2015年９月。
14　塩野宏「基本法について」『行政法概念の諸相』有斐閣、
2011年６月、23～60頁。引用部分は29頁。
15　古城・三谷の2015年の前掲論文でも、塩野の表を更
新等しており、本論文の表作成にも参考にした。
16　「推進法」と比べ、全体の数が多いので、ここでは、「基
本法」とは性格が遠い印象のある「何々の促進のための特
別措置法」等の「特別措置」が題名に含まれているものは
除く。なお、「推進法」49件中における「特別措置法」は
７件であり、「基本法類度」の低い14件中では３件である。
17　デジタル大辞泉(http://dictionary.goo.ne.jp/jn/)
18　山本庸幸「法律の立案」大森政輔・鎌田薫編『立法
学講義』（補遺第一刷）2011年、商事法務、319頁。
19　佐藤幸治『日本国憲法論』2011年、成文堂、432、
433頁。
20　大島稔彦編著『法令起案マニュアル』2004（平成16）
年、ぎょうせい、８頁。
